
 

（案） 
 

２０１３○○○○財中第○号   

  

商店街まちづくり事業実施要領を次のとおり制定する。 

 

平成２５年○月○○日 

 

 

 

中小企業庁長官 名         

 

 

 

 

商店街まちづくり事業実施要領 
 
第１ 趣旨 
  商店街まちづくり事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第２条及び第３条に基づ

き、国からの補助金を受けて商店街まちづくり事業を実施するための基金（以下「基金」という。）

を造成し、当該基金を活用して、商店街まちづくり事業を実施するために必要な手続等について、

この実施要領に定めるもの。 
 

第２ 業務内容 
  基金を造成した民間団体等（以下「基金設置法人」という。）は、基金を活用して、中小企業庁

長官が定める事業者（以下「事務局」という。）に対する委託により本実施要領第４に定める商店

街まちづくり事業（以下「第４の事業」という。）を実施するものとする。 
 
１．基金の造成 

   基金設置法人は、交付要綱に基づき、国からの補助金を受けて基金を造成するものとする。 
 
２．基金の管理・運用方法 
 （１）基金設置法人は、次の方法により基金に属する資金を運用するものとする。 
   ① 基金の管理については、資金の安全性と資金管理の透明性が確保される方法により行う

ものとする。基金の管理方法に関する具体的な内容については、事前に様式１の基金運用

計画（変更）申請書を提出し、中小企業庁長官の了解を得るものとし、これを変更しよう

とするときも同様とする。 
② 基金の運用について保有することができる資産は、以下のとおりとし、これ以外による

場合は事前に中小企業庁長官の了解を得るものとする。 
・国債、地方債その他確実かつ有利な有価証券の取得 
・金融機関への預金（普通預金又は定期預金） 
・元本に損失が生じた場合にこれを補填する旨を定める契約を締結した金銭信託の受益 
権 

（２）基金の運用収入及び基金の取崩しによる収入は、第４の事業の実施及びその実施に必要

な事務に要する経費並びに第４の事業の管理及び基金の管理運営に要する経費に充てる

ものとし、他の費用に流用してはならない。なお、これらの経費は別表１による。 
（３）基金からの支払いに当たっては、事前に、支払額、その明細及びその根拠を示す書類並

びに基金の残高に関する資料を整え、中小企業庁に報告し、その了解を得た上で実施す

るものとする。 
（４）第４の事業の実施により生じた返還金、加算金、延滞金、納付金の類は、基金に組み入

れるものとする。 
 



 

３．事業計画等 
（１）基金設置法人は、事業の開始前までに、平成２６年３月までの事業計画について、様式

第２による商店街まちづくり事業計画承認申請書を中小企業庁長官に提出し、その承認を

受けなければならない。 
（２）基金設置法人は、商店街まちづくり事業計画承認申請書に記載された内容を変更しよう

とするとき、又は中止し、若しくは廃止しようとするときは、あらかじめ様式第３による

商店街まちづくり事業計画変更等承認申請書を中小企業庁長官に提出し、その承認を受け

なければならない。 
（３）基金設置法人は、毎事業年度が終了した日から９０日以内に、前事業年度における事業

について、様式第４による商店街まちづくり事業実績報告書を中小企業庁長官に提出しな

ければならない。 
 
４．基金の残額の扱い 
  基金設置法人は、第４の事業の終了時において、基金に残余額がある場合は、交付要綱に基づ

きこれを国庫に納付するものとする。 
 
５．基金管理の遂行が困難となった場合 
  基金設置法人は、基金管理の遂行が困難となった場合においては、速やかに中小企業庁長官に

報告し、その指示を受けなければならない。 
 
６．基金管理を行う期間・解散等 

（１）基金管理を行う期間は、平成２６年３月までとし、第４の事業に係る精算が終了したと

きに解散する。 
（２）中小企業庁長官は、（１）に定める場合のほか、次に掲げる場合には、基金管理について

終了又は変更を命ずることができる。 
① 基金設置法人が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という。）その他の法

令、交付要綱若しくはこの実施要領又はこれらに基づく中小企業庁長官の処分若しくは

指示に違反した場合 
② 基金設置法人が、基金を本実施要領に規定する以外の用途に使用した場合 
③ 基金設置法人が、基金の運営に関して不正、怠慢その他の不適切な行為をした場合 
④ その他基金の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合 

（３）中小企業庁長官は、（２）の終了又は変更を命じた場合について、期限を付して、基金か

ら支出した金額に相当する金額について、基金に充当することを命ずることができるもの

とする。 
（４）（３）の期限内に基金に充当がなされない場合には、中小企業庁長官は、未納に係る額に

対して、その未納に係る期間に応じて年利５．０パーセントの割合で計算した延滞金の基

金への充当を併せて命ずるものとする。 
（５）基金管理の終了後又は基金の解散後において、第４の事業の実施者から基金への返還が

あった場合には、これを国庫に納付しなければならない。 
 
７．基金の検査等 

（１）中小企業庁長官は、基金管理及び第４の事業の適正を期するため必要があると認めると

きは、基金設置法人に対し報告を求め、又はこれらの職員に事業場に立ち入り、帳簿書類

その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができるものとする。 
（２）中小企業庁長官は、（１）の調査により、適正化法、適正化法施行令その他の法令、交付

要綱又は本実施要領の内容に適合しない事実が明らかになった場合には、基金設置法人に

対し、適合させるための措置をとるべきことを命ずることができるものとする。 
 
８．基金設置法人に係る重要な変更の報告 
  基金設置法人において、代表者の変更、事務所の移転、基金管理又は本実施要領の第３に定め



 

る指導監督に係る担当役員の変更や大幅な事務実施体制の変更等、基金管理又は第４の事業の指

導監督に影響を及ぼしうる変更があった場合は、速やかに、中小企業庁長官に報告しなければな

らない。 
  
９．余剰金の納付 

（１）中小企業庁長官は、７．に基づく検査又は、８．に基づく実施体制の変更等の結果、基

金に余剰があると認める場合は、基金設置法人に対し、余剰金の納付を求めることができ

る。 
（２）基金設置法人は、（１）に基づく余剰金の納付請求を受けた場合は、速やかに余剰金を国

庫に納付しなければならない。 
なお、余剰金の計算に疑義がある場合は、別途中小企業庁長官と協議を行うこととする。 

 
第３ 基金設置法人による第４の事業の指導監督 
  基金設置法人は、第４の事業の適正かつ円滑な実施を確保するため、以下に定める指導監督を行

うものとする。 
 

１．報告徴収による事業の実施状況の把握と国への報告 
基金設置法人は、第４の事業の実施状況を把握し、その適正かつ円滑な実施を確保するため

に必要な報告を求めるとともに、それにより得た情報を適時適切に中小企業庁長官に報告する

ものとする。 
２．事務局の指導 
  基金設置法人は、第４の事業の適正かつ円滑な実施に重大な支障が生じ、又は生ずるおそれが

あると認められる場合には、中小企業庁長官に速やかに報告するとともに、その指示を仰ぎ、

事務局に対し必要な改善を指導するものとする。 
 
第４ 商店街まちづくり事業（基金の活用による委託事業） 
  基金設置法人は、基金を用いて、商店街が行う地域の行政機関等からの要請を踏まえたその地域

住民の安心・安全な生活環境を守るための商店街施設・設備の整備等に対する補助金（以下、第４

において「補助金」という。）の交付等の事業について、事務局に対し、委託契約により実施する

ものとする。また、基金設置法人は、委託契約の内容について、事前に中小企業庁長官の了解を得

るものとする。 
 
１．事業の目的 

   本事業は、地域住民の安心・安全な生活環境を守るための商店街施設・設備の整備等に対する

補助金の交付等の事業を行うことにより、高齢社会が進展する中、安心・安全に配慮した、身近

で快適な商店街づくりを目指すことを目的とする。 
 
 ２．事業に要する費用の金額 

（１）基金設置法人は、事業に要する費用のうち、基金を超えない範囲で基金設置法人が相当

と認める金額（以下「委託費用」という。）について基金の範囲内で事務局と委託契約を締

結する。 
（２）委託費用の区分は別表２のとおりとする。 

 
 ３．補助の対象及び補助率 

      商店街まちづくり事業の補助対象及び補助率は、別表３に定めるほか、本実施要領の第４ ４．

により規定される交付規程によるものとする。 
 
 ４．交付規程の承認 
 （１）事務局は、本事業の実施に際し、補助金の交付の手続き等について別途交付規程を定め、

中小企業庁長官及び基金設置法人の承認を受けなければならない。これを変更しようとす

るときも同様とする。 
（２）交付規程は以下の事項を記載する。 

① 交付対象要件の定義及び補助率、補助金の上限額及び下限額 



 

② 交付申請及び実績報告 

③ 交付の決定及び補助金の額の確定等 
④ 申請の取下げ 

⑤ 計画変更の承認等 

⑥ 補助金の支払 

⑦ 取得財産の管理等 

⑧ 交付決定の取消し等 

⑨ 事務局による調査 

⑩ セキュリティ対策 

⑪ その他必要な事項 

 
 ５．事業の実施体制等 

    事務局は本事業の円滑な実施のため、以下の対応を適切に行うための体制を整えなければ 
ならない。 
（１）事業の公募及び説明会の開催 

（２）補助金交付先選定のための第三者委員会の設置・運営及び補助金交付先の採択 

（３）当該事業の交付決定に係る業務（交付申請書の受理、交付決定通知書の発出等） 

（４）当該事業の進捗状況管理、確定検査、支払手続及び事業に関する問い合わせ 

（５）事業の周知徹底 

（６）本事業に関する問い合わせ、意見等への対応 

（７）基金設置法人の補助事業終了後のフォローアップ業務 

（８）その他の事業管理に必要となる事項についての対応 

 
 ６．指導監督等 

（１）中小企業庁長官及び基金設置法人は、事務局による本事業の実施に関し、この要領に基づ

き指導監督を行う。 
（２）事務局は、補助事業の採択に当たっては、第三者委員会を設置し、公募申請書等について

意見を聴取し、同時に中小企業庁長官及び基金設置法人に対して協議しなければならない。 
（３）中小企業庁長官及び基金設置法人は事務局に対し、補助事業の採択に当たって、採択前に

協議を求め、必要に応じて指導及び助言を行うことができるものとする。 
（４）事務局は、事業の実施に疑義が生じたとき、事業の実施に支障が生じたとき等必要に応じ、

遅滞なく中小企業庁長官及び基金設置法人に報告及び相談を行う。 
（５）中小企業庁長官及び基金設置法人は事務局に対し、事業の実施状況の報告を求め、必要に

応じ改善等の指導及び助言を行うことができるものとする。 
（６）事務局は、本事業の事務実施体制の大幅な変更等、本事業の実施に影響を及ぼす事情が生

じたときは、速やかに中小企業庁長官及び基金設置法人に報告するものとする。 
 
 ７．事業終了後の精算と残金の返還 
  事務局は、事業終了後、精算を行い、委託費用の原資として基金から受け取った資金に残余が

生じた場合は、これを基金に返還するものとする。 
 
８．事業実施に関して事務局が他者に与えた損害等に係る費用の取扱い 
  事務局が本事業の実施に関して他者に損害等を与えた場合、これに要する費用については、事

務局の故意・過失の度合いに応じて、基金から支払わないものとすることができる。 
 
 ９．その他 
  事務局は、本実施要領に疑義が生じたとき、本実施要領により難い事由が生じたとき、あるい

は本実施要領に記載のない細部については、中小企業庁長官及び基金設置法人と速やかに協議し、

その指示に従うものとする。 
 



 

（様式第１） 
番   号  

 年 月 日 
 中小企業庁長官 殿 
 
 
 
                      申請者  住所 
                           代表者氏名       印 
 
 

 
基金運用計画（変更）申請書 

 
 
 上記基金について、下記の方法により運用したいので、商店街まちづくり事業実施要領第２ ２．

（１）①の規定に基づき、その承認を申請します。 
 
記 

運用方法の種別 金額 構成比 利回り 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

  
（注）運用方法の種別は、有価証券にあっては、国債、特別の法律により設立された法人の発行する

債券で政府が保証するもの、商工組合中央金庫の発行する債券及びその他の金融機関の発行する債券

等、種別に区分し（特別の法律により設立された法人の発行する政府保証債については、当該法人の

名称、金融機関の発行する債権については、当該金融機関の名称を明記すること。）。 
預金にあっては、ＣＤ、ＭＭＣ、定期預金等に区分し、いずれかの金融機関等のものであるかを明

記すること。 
金銭信託にあっては、金融機関等の別に区分して、それぞれ記入するものとする。信託会社又は信

託業務を行う銀行への信託、証券会社による信託等、有価証券の運用の記入についてもこれに準ずる。 



 

 
（様式第２） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  中小企業庁長官 殿 

                                        基金設置法人  住所 

                                                      法人名   
                                                      代表者名             印 

 

 

 

商店街まちづくり事業計画承認申請書 

 

 

 商店街まちづくり事業計画について、商店街まちづくり事業実施要領第２ ３. （１）の規定に基

づき、下記のとおり申請します。 
 

 

記 

 

１．商店街まちづくり事業の目的 

 

２．商店街まちづくり事業の実施計画及び効果 

 

３．商店街まちづくり事業の収支予算 



 

（様式第３） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  中小企業庁長官 殿 

                                        基金設置法人  住所 

                                                      法人名   
                                                      代表者名             印 

 

 

 

 

商店街まちづくり事業計画変更等承認申請書 

 

 

 平成  年  月  日付け第 号をもって承認のありました商店街まちづくり事業を下記のと

おり変更（中止・廃止）したいので、商店街まちづくり事業実施要領第２ ３．（２）の規定に基づ

き、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 

１．変更等の内容 

 

２．変更等を必要とする理由 

 

３．変更等の事後の収支予算 

 

４．変更等が商店街まちづくり事業に及ぼす影響 

 

 



 

（様式第４） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  中小企業庁長官 殿 

                                        基金設置法人  住所 

                                                      法人名   
                                                      代表者名             印 

 

 

 

商店街まちづくり事業実績報告書 

 

 

 平成  年  月  日付け第 号をもって承認のありました商店街まちづくり事業が完了しま

したので、商店街まちづくり事業実施要領第２ ３．（３）の規定に基づき、下記のとおり報告しま

す。 

 

記 

 

 

１．実施した商店街まちづくり事業の内容及び成果 

 

２．商店街まちづくり事業の収支決算 

 

 



 

別表１ 
 
業務管理費の区分 
 

区 分 内  容 

業務管理費 
（基金設置法人） 

人件費、謝金、旅費、会議費、会場借料、事務所借料、通信費等

（振込手数料、郵送料、通信費）、水道光熱費、印刷費、資料保

管費、消耗品費、管理費 

 
別表１ 
 
委託費用の区分 
 

区 分 内  容 

商店街まちづくり事業費 地域住民の安心・安全な生活環境を守るための商店街施設・設備

の整備等に要する経費及び本事業に関連する調査に要する経費 

業務管理費 
（事務局） 

労務費、募集説明会費、審査委員会費、通信費等（振込手数料、

郵送料、通信費、回線使用料、消耗品費）、資料保管費、広報費

システム運営費（システム開発費、維持補修費）、電子計算機借

料等、事務所維持費・光熱水料、一般管理費、外注費、旅費、調

査費、印刷費 
 
別表３ 
 

補助対象及び補助率 

 

 

対象経費の区分 

 

補助率 

謝金、旅費、会議費、会場借料、交通費、資料作成費、通信運搬費、施

設や設備等の建設又は取得に要する経費（施設の敷地となる土地の取

得・使用・造成・補償に要する経費は除く）、店舗等賃借料、内装・設備・

施工工事費、無体財産購入費、プロバイダ契約料・使用料、回線使用料、

広報 

費、借料・損料、備品費※、消耗品費、委託費、通訳料、翻訳料、雑役

務費※、原稿料、印刷製本費、空き店舗改造費、アーケード等撤去に係

る経費、光熱水費 

※備品費は原則、レンタル、リースにより対応してください。（備品とは、

当該事業のみで使用されることが確認できるものであり、その性質及び

形状を変ずることなく比較的長期の使用に耐えるものをいいます。） 

※雑役務費は、当該事業を行うために必要な臨時のアルバイト代等が対

象となります。 

補助対象経費の

３分の２以内 

 

 

 


